
 

 

令和７年度第２回国分寺市介護保険運営協議会 次第 

 

日時：令和７年８月26日（火）午後６時30分～ 

会場：会議室２０１ 

 

１ 開会 

 

 

２ 議題 

 

① 地域密着型サービス事業所の指定について（資料１、２） 

 

 

 

３ 報告 

 

 ① 国分寺市高齢者保健福祉計画・第10期国分寺市介護保険事業計画・認知症施 

策推進計画策定に向けた各種基礎調査について（資料３） 

 

 ② 令和６年度介護保険事業決算報告について（資料４）  

 

 ③ 介護保険事業計画サービス見込量進捗管理票（令和６年度）について 

（資料５） 

   

④ 令和６年度介護保険に関する苦情概要について（資料６） 

 

⑤ 国分寺市高齢者送迎サービス事業の廃止について（資料７） ※当日配布 

 

 ⑥ 令和６年度介護支援ボランティア制度の実施状況について（資料８） 

 

⑦ 令和６年度介護未経験者研修費用補助金交付事業及び介護支援専門員法定研 

修費用補助金交付事業の実施状況について（資料９） 

 

⑧ 令和６年度介護サービス相談員活動報告について（資料10） 

 

⑨ その他 

 

 

４ 閉会 

 



 

地域密着型サービス事業所の指定更新に係る資料 

（リハビリデイサービス nagomi 国立店） 

 

 

 

１ 指定地域密着型サービス事業所 指定更新申請書写し 

 

２ 地域密着型通所介護事業所の指定に係る記載事項 

 

令和７年度第２回運協 

資料１ 







 

地域密着型サービス事業所の新規申請に係る資料 

（中央リハビリステーションエボルブ東村山） 

 

 

 

１ 指定地域密着型サービス事業所 指定申請書写し 

 

２ 地域密着型通所介護事業所の指定に係る記載事項 

 

 

令和７年度第２回運協 

資料２ 







１　各種基礎調査の一覧

調査名 調査項目 調査対象 配布数

1 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査
要介護１～５の認定を受けた方及び施設入所の方を除く市内に住所を有す
る65歳以上の高齢者の方

3,600件

2 在宅介護実態調査
施設入所の方を除く市内に住所を有する要支援１・２、要介護１～５の認
定を受けた方及びその介護者の方

1,500件

3 施設等利用者及び家族状況調査
要介護１～５の認定を受けている65歳以上の施設入所者
（介護保険施設、特定施設入居者生活介護、認知症対応型共同生活介護等
の利用者）

300件

4 介護保険事業者調査 市内及び周辺地域に所在し市民にサービスを提供している事業者 324件

5 介護支援専門員調査 市内及び周辺地域の介護支援専門員 100件

6 介護職員等調査
市内及び周辺地域に所在し市民にサービスを提供している事業者の介護職
員等

484件

7
住宅型有料老人ホーム・サービス付き
高齢者向け住宅調査

市内で開設している住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住
宅

７件

配布数合計 6,308件

２　各種基礎調査の調査票

調査票の内容については、第３回介護保険運営協議会にて、事務局案を提示予定です。

３　認知症施策推進計画
認知症アンケートの内容については、（仮称）認知症施策推進会議で考案後、介護保険運営協議会にて御報告予定です。

国分寺市高齢者保健福祉計画・第10期国分寺市介護保険事業計画・認知症施策推進計画策定に向けた各種基礎調査
（案）について

市が調査項
目を作成

国が調査項
目を提示
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○都道府県知事は、介
護保険施設等につい
て、必要定員総数を
超える場合に、指定
等をしないことがで
きる。

○ 区域（老人福祉圏域）の設定

○ 市町村の計画を踏まえて、介護サービス量の見込み（区域毎）

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）
 ※介護保険施設、介護専用型特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設
 入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

 ※混合型特定施設に係る必要定員総数を設定することもできる（任意）

○ 市町村が行う介護予防・重度化防止等の支援内容及び目標 ○ その他の事項

○保険料の設定

○市町村長は、地域密
着型の施設等につい
て、必要定員総数を
超える場合に、指定
をしないことができ
る。

○ 区域（日常生活圏域）の設定

○ 各年度における種類ごとの介護サービス量の見込み（区域毎）

○ 各年度における必要定員総数（区域毎）
※認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

○ 各年度における地域支援事業の量の見込み

○ 介護予防・重度化防止等の取組内容及び目標             ○ その他の事項

○ 介護保険法第116条第１項に基づき、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律に規定する総
合確保方針に即して、国が介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するための基本指針を定める

※市町村等が介護サービス量を見込むに当たり参酌する標準を示す

国の基本指針(法第116条、９期指針：令和６年厚生労働省告示第18号） 

基盤整備

市町村介護保険事業計画(法第117条) 

都道府県介護保険事業支援計画(法第118条)

○ 保険給付の円滑な実施のため、３年間を１期とする介護保険事業（支援）計画を策定している。

保険料の設定等

介護保険事業(支援)計画について
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当期計画の実績把握と分析、評価

地域ケア会議を活用した地域課題の
把握、社会資源の活用

地域医療構想の実現（病床の機能の分化及び連
携）に伴い生じる介護ニーズ対応

介護保険事業計画の作成プロセスと支援ツールイメージ

介護サービスの
給付状況の把握

事業者参入意向調査

次期介護保険事業計画策定

将来推計人口
認定率の伸び
利用率の伸び

介護サービス提供能力調査

介護サービス利用意向調査

自然体推計

計画策定のための調査手法

市町村計画作成委員会において検討

基
礎
調
査
・地
域
ケ
ア
会
議
・

地
域
間
比
較

関
係
者
と
の
議
論
を

踏
ま
え
た
計
画
の
策
定

サービス提供体制を検討するための

各種実態調査の実施

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

どのような保険料水
準でどのようなサー
ビス水準を目指すの
かの判断と合意形
成、認識の共有

将来推計（素案）

地域ケア会議 反映

自然体推計の算出

他地域や全国の給付状況、
サービスのバランス等との比較

反映

現状分析
機能

将来推計
機能

施

策

反

映
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在宅生活改善調査、居所変更実態調査、介
護人材実態調査、要介護認定データ分析

反映地域支援事業等の利用実績 反映
都道府県や市町村の医療・介護担当者等の

関係者による協議の場

反映

反映

在宅介護実態調査

集計・分析
ツール

特養入所待機者の解消に向けた対応

特別養護老人ホーム入所申込者の状況反映

「見える化」
システム

調査結果等
の施策反映
例の提示

計画の手引き

《作成プロセス》 《支援ツール》

738671
テキストボックス
２



第117条第５項 市町村は、第２項第一号の規定により当該市町村が定める区域ごとにおける被保険者の心身の状況、その置かれている環境その他の事情
を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村介護保険事業計画を作成するよう努めるものとする。

第二‐一‐２ｰ（三）調査の実施
市町村は、被保険者のサービスの利用に関する意向等を把握するとともに、自らが定める区域ごとに被保険者の心身の状況、その置かれている環境その他の事

情等、要介護者等の実態に関する調査（以下「各種調査等」という。）の実施に努めるものとする。なお、その際は、特に、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査を活用
することが重要である。

また、要介護状態等にある家族を介護するため離職すること（以下「介護離職」という。）を防止する観点から、働きながら介護に取り組む家族等や、今後の仕事と
介護の両立に不安や悩みを持つ就業者の実情等の把握に努めるなど調査方法等の工夫を図ることが重要である。

～中略～
さらに、これらの調査により定量的に把握された心身の状況が低下した被保険者の状況や働きながら介護に取り組む家族の状況等を参考として、生活支援サービ
スや介護予防事業の充実等の取組、介護離職の防止を含む家族等への支援の観点を踏まえた介護サービスの整備や、介護離職防止の観点から労働担当部局と
連携した職場環境の改善に関する普及啓発等の取組を市町村介護保険事業計画に定めるとともに、それらの取組を勘案して要介護者等の人数やサービス量の見
込みを定めることが望ましい。

介護保険法（平成９年法律第123号）（抄）

９期の基本指針（令和６年１月19日厚生労働省告示第18号）（抄）
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第10期介護保険事業（支援）計画に向けた調査の実施

介護保険法(第117条第５項)において市町村は、日常生活圏域ごとにおける被保険者の心身の状況、その置かれている環境その他の事
情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村介護保険事業計画を作成するよう努めることとされている。
＜実施いただきたい調査＞

 ○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査については、地域の要支援者・総合事業対象者・一般高齢者の地域課題を把握するために
重要であり、実施していただきたい。（基本指針参照）

 ○ 在宅介護実態調査については、介護離職を防止する観点から、「高齢者の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労継続」
の実現に向けた介護サービスの在り方を検討することを目的として、主に在宅で要介護認定を受けている者を対象とした調査である。
計画の作成にあたり関係者と議論する際の材料として有用であり実施していただきたい。（基本指針参照）

＜実施を検討いただきたい調査＞
 ○ その他のサービス提供体制を検討するための各種実態把握調査（在宅生活改善調査、居所変更実態調査、介護人材実態調査）に
ついては、調査の実施・分析に必要となる体制の確保に留意しつつ、実施を検討いただきたい。
在宅生活の継続という観点からのビジョンを設定・検討されている市町村は、本調査が、住み慣れた地域での生活を支えるうえで

有効な定期巡回・小多機・看多機等の地域密着型サービスのニーズの把握につながる観点を踏まえて検討いただきたい。

＜留意点＞
○ 保険者機能強化推進交付金の令和８年度指標では、留意点で「当該地域の特徴の把握にあたり、必要に応じて、①介護予防・日常
生活支援ニーズ調査、②在宅介護実態調査、③その他各種実態調査（在宅生活改善調査、居所変更実態調査、介護人材実態調査
等）を実施することが重要である。」と予定している。

738671
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年月 市区町村 都道府県 国
令和7年7月

8月

9月

10月

11月

12月

令和8年1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

令和9年1月

2月

3月

4月 第１０期介護保険事業計画スタート

・介護保険事業計画を議会に報告
・介護保険条例の改正

介護保険事業支援計画を議会
に報告

サービス見込量、保険料の仮設定 サービス見込み量の仮設定

サービス見込量等の設定作業開始
推計ツール確定版の提供

課長会議（基本指針案の提示）

計画作成のための調査分析・準備

課長会議（第10期計画に関
する基本的考え方を提示）

都道府県との調整

見える化システムで見込量と保険料を報告
（～3月）

国との調整
市町村の広域調整

都道府県との調整

サービス見込量の設定作業

・調査内容を検討し、調査を実施
※ 調査にあたって、課題や検討事項を整理す
ることで、何を把握すべきかも整理。

・調査結果、サービス給付実績等を分析・考察

・計画に盛り込む内容を検討

連絡会議等で市町村へ情報提供

介
護
保
険
部
会
等
で

制
度
改
正
の
議
論

（
制
度
改
正
準
備
）

報酬改定率等の係数を設定

第１０期介護保険事業計画の作成に向けたスケジュール

推計ツール暫定版の提供

連絡会議等で市町村へ情報提供

連絡会議等で市町村へ情報提供

(随時) 都道府県や市町村の医

療・介護担当者等の関係者によ
る協議の場を開催

各種調査等に関する説明動画配信

介護保険部会（基本指針見直し議論）
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介護保険事業計画サービス見込量進捗管理票（令和６年度）

認定者数

総数

※月報ベース（９月末時点）

受給者数

(1) 介護サービス

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

居宅サービス 3,177 3,138 3,182 3,189 3,237 3,215 3,216 3,217 3,204 3,185 3,157 3,135

地域密着型サービス 746 731 739 770 774 748 764 765 747 759 749 762

施設サービス 577 589 575 573 597 577 581 588 592 597 592 598

※月報ベース

(２) 介護予防サービス

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

居宅サービス 677 681 682 690 680 682 698 705 701 696 686 681

地域密着型サービス 2 2 2 2 2 2 1 2 3 2 3 3

※月報ベース

6,202

計画値

6,193

実績値

令和７年度第２回運協

資料５
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サービス種別の給付実績

（１）介護サービス給付費

計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異

給付費（千円） 852,177 751,545 88.2% 885,380 777,744 87.8% 827,420 774,236 93.6%

回数（回） 23,146 20,184 87.2% 24,034 20,871 86.8% 20,180 21,093 104.5%

人数（人） 1,172 1,182 100.8% 1,207 1,201 99.5% 1,231 1,199 97.4%

給付費（千円） 60,574 49,268 81.3% 62,491 48,004 76.8% 52,980 50,994 96.3%

回数（回） 391 313 80.1% 404 304 75.3% 330 321 97.2%

人数（人） 70 66 94.5% 72 62 86.1% 68 65 95.6%

給付費（千円） 422,856 483,901 114.4% 437,033 499,664 114.3% 541,984 506,208 93.4%

回数（回） 8,476 9,875 116.5% 8,754 10,043 114.7% 10,751 10,249 95.3%

人数（人） 743 859 115.6% 767 891 116.2% 916 910 99.3%

給付費（千円） 5,555 6,020 108.4% 5,850 8,364 143.0% 9,665 15,051 155.7%

回数（回） 162 169 104.4% 169 235 138.9% 270 406 150.4%

人数（人） 16 17 105.7% 17 23 135.3% 22 35 159.1%

給付費（千円） 194,363 212,568 109.4% 201,689 230,966 114.5% 249,857 247,992 99.3%

人数（人） 1,096 1,250 114.0% 1,137 1,343 118.1% 1,337 1,423 106.4%

給付費（千円） 773,446 664,710 85.9% 795,996 684,480 86.0% 714,213 696,021 97.5%

回数（回） 8,478 7,478 88.2% 8,716 7,681 88.1% 7,873 7,682 97.6%

人数（人） 983 956 97.2% 1,010 998 98.8% 1,011 1,001 99.0%

給付費（千円） 169,502 168,911 99.7% 174,167 191,123 109.7% 209,727 201,268 96.0%

回数（回） 1,495 1,551 103.8% 1,533 1,742 113.6% 1,895 1,766 93.2%

人数（人） 233 244 104.6% 239 259 108.4% 275 267 97.1%

給付費（千円） 170,668 128,846 75.5% 177,556 128,272 72.2% 142,100 131,724 92.7%

回数（回） 1,515 1,137 75.0% 1,575 1,129 71.7% 1,229 1,136 92.4%

人数（人） 163 131 80.2% 169 138 81.7% 144 143 99.3%

給付費（千円） 31,848 46,524 146.1% 32,922 50,081 152.1% 51,910 48,339 93.1%

回数（回） 226 335 148.1% 234 362 155.0% 373 331 88.7%

人数（人） 37 48 130.6% 38 52 136.8% 55 52 94.5%

給付費（千円） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

回数（回） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

人数（人） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

短期入所療養介護
（介護医療院・病院等）

短期入所療養介護
（老健）

４年度から５年度にかけて、給付費・回数・人数いずれの実績値も増加し
てましたが、５年度から６年度にかけては横ばいとなっています。

通所介護

通所リハビリテーション

訪問リハビリテーション
４年度から６年度にかけて、給付費・回数・人数いずれの実績値も増加し
ています。

居宅療養管理指導

居
宅
サ
ー

ビ
ス

訪問介護

訪問入浴介護

訪問看護

説明

短期入所生活介護

サービス見込量進捗管理票（令和６年度）

サービスの種類 項目
令和４年度 令和５年度 令和６年度
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給付費（千円） 271,724 291,183 107.2% 281,737 301,343 107.0% 323,042 305,715 94.6%

人数（人） 1,619 1,753 108.3% 1,673 1,809 108.1% 1,857 1,807 97.3%

給付費（千円） 13,442 12,299 91.5% 13,442 12,142 90.3% 13,126 11,734 89.4%

人数（人） 35 32 91.4% 35 29 82.9% 32 29 90.6%

給付費（千円） 21,978 21,238 96.6% 21,978 18,935 86.2% 23,631 18,207 77.0%

人数（人） 24 21 86.8% 24 20 83.3% 26 19 73.1%

給付費（千円） 1,104,632 1,137,187 102.9% 1,131,203 1,198,807 106.0% 1,299,072 1,239,399 95.4%

人数（人） 454 478 105.4% 465 491 105.6% 505 504 99.8%

4,092,765 3,974,193 97.1% 4,221,444 4,149,917 98.3% 4,458,727 4,216,941 94.6%

給付費（千円） 27,251 19,037 69.9% 29,575 20,042 67.8% 23,391 19,867 84.9%

人数（人） 12 12 96.5% 13 12 92.3% 16 11 68.8%

給付費（千円） 5,081 3,674 72.3% 5,379 5,020 93.3% 7,792 4,546 58.3%

人数（人） 25 18 72.7% 26 19 73.1% 29 20 69.0%

給付費（千円） 43,009 24,671 57.4% 44,804 21,605 48.2% 25,222 26,884 106.6%

回数（回） 347 187 54.0% 358 154 43.0% 175 189 107.9%

人数（人） 34 20 57.6% 35 18 51.4% 17 24 141.2%

給付費（千円） 137,800 115,236 83.6% 165,894 160,147 96.5% 217,556 193,199 88.8%

人数（人） 56 54 96.0% 67 71 106.0% 89 84 94.4%

給付費（千円） 396,834 390,149 98.3% 396,834 395,069 99.6% 468,007 453,536 96.9%

人数（人） 120 120 100.0% 120 119 99.2% 138 135 97.8%

給付費（千円） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

人数（人） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

給付費（千円） 156,387 138,451 88.5% 156,387 151,392 96.8% 155,609 152,008 97.7%

人数（人） 45 42 94.1% 45 45 100.0% 45 44 97.8%

給付費（千円） 0 779 0.0% 0 3,610 0.0% 0 282 0.0%

人数（人） 0 0.3 0.0% 0 1.0 0.0% 0 0.1 0.0%

給付費（千円） 404,966 366,894 90.6% 418,204 363,781 87.0% 408,222 335,440 82.2%

回数（回） 4,243 3,841 90.5% 4,371 3,786 86.6% 4,138 3,560 86.0%

人数（人） 487 496 101.8% 501 510 101.8% 502 501 99.8%

1,171,328 1,058,888 90.4% 1,217,077 1,120,662 92.1% 1,305,799 1,185,758 90.8%

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

看護小規模多機能型
居宅介護

地域密着型通所介護 ５年度から６年度にかけて、給付費・回数の実績値が減少しています。

☆地域密着型介護サービス費合計

特定施設入居者
生活介護

地
域
密
着
型
サ
ー

ビ
ス

定期巡回・随時対応型
訪問介護看護

４年度から６年度にかけて、給付費・人数の実績値は横ばいとなっていま
す。

夜間対応型訪問介護
４年度から５年度にかけて、給付費・人数共に実績値が増加しましたが、５
年度から６年度にかけて、給付費は減少しています。

認知症対応型
共同生活介護

地域密着型特定施設
入居者生活介護

認知症対応型通所介護
４年度から５年度にかけて、給付費・回数・人数いずれの実績値も減少し
ましたが、５年度から６年度にかけてはいずれも増加しています。

小規模多機能型居宅介護 ４年度から６年度にかけて、給付費・人数の実績値は増加しています。

☆居宅介護サービス費合計

特定福祉用具購入費
４年度から６年度にかけて、給付費・人数の実績値は横ばいとなっていま
す。

住宅改修費
５年度から６年度にかけて、給付費・人数の実績値は横ばいとなっていま
す。

福祉用具貸与

居
宅
サ
ー

ビ
ス
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給付費（千円） 1,326,908 1,244,982 93.8% 1,326,908 1,261,769 95.1% 1,341,882 1,307,426 97.4%

人数（人） 406 385 94.7% 406 383 94.3% 389 383 98.5%

給付費（千円） 747,036 625,313 83.7% 747,036 667,247 89.3% 748,373 733,075 98.0%

人数（人） 216 183 84.6% 216 190 88.0% 203 201 99.0%

給付費（千円） 30,903 37,123 120.1% 30,903 46,674 151.0% 78,236 50,169 64.1%

人数（人） 6 8 130.6% 6 10 166.7% 16 11 68.8%

給付費（千円） 83,256 22,658 27.2% 83,256 8,698 10.4% 0 820 -

人数（人） 18 6 31.9% 18 2 11.1% 0 0.2 -

☆施設介護サービス費合計 2,188,103 1,930,073 88.2% 2,188,103 1,984,386 90.7% 2,168,491 2,091,488 96.4%

給付費（千円） 437,832 443,054 101.2% 451,723 456,490 101.1% 483,122 469,106 97.1%

人数（人） 2,434 2,461 101.1% 2,509 2,519 100.4% 2,565 2,523 98.4%

7,890,028 7,406,206 93.9% 8,078,347 7,711,454 95.5% 8,416,139 7,993,232 95.0%

※給付費は年間累計の金額、回数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。

(２) 介護予防サービス給付費

計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異

給付費（千円） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 12 -

回数（回） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.1 -

人数（人） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0.1 -

給付費（千円） 51,135 42,001 82.1% 52,387 49,480 94.5% 52,921 48,417 91.5%

回数（回） 1,260 892 70.8% 1,291 1,085 84.0% 1,130 1,038 91.9%

人数（人） 127 128 101.0% 130 149 114.6% 156 148 94.9%

給付費（千円） 484 894 184.7% 484 1,718 355.0% 2,222 1,332 59.9%

回数（回） 14 28 202.6% 14 51 367.5% 65 42 64.4%

人数（人） 1 3 300.0% 1 6 600.0% 8 5 62.5%

給付費（千円） 12,045 14,812 123.0% 12,325 15,914 129.1% 16,669 18,375 110.2%

人数（人） 85 106 124.7% 87 110 126.4% 112 119 106.3%

給付費（千円） 11,794 16,980 144.0% 12,318 20,447 166.0% 22,691 23,454 103.4%

人数（人） 27 43 157.4% 28 50 178.6% 54 58 107.4%
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

通所リハビリテーション

訪問入浴介護

居宅療養管理指導
４年度から６年度にかけて、給付費・人数いずれの実績値も増加していま
す。

訪問看護

訪問リハビリテーション
４年度から５年度にかけて、給付費・回数・人数いずれの実績値も増加し
てましたが、５年度から６年度にかけては減少しています。

☆居宅介護サービス計画費

小計（A）

サービスの種類 項目
令和４年度 令和５年度

説明
令和６年度

施
設
サ
ー

ビ
ス

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護医療院 ４年度から６年度にかけて、給付費の実績値が増加しています。

介護療養型医療施設
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給付費（千円） 2,985 1,853 62.1% 2,985 1,184 39.7% 1,748 429 24.5%

回数（回） 33 21 64.6% 33 13 40.0% 19 5 27.1%

人数（人） 5 3 66.7% 5 3 60.0% 5 1 20.0%

給付費（千円） 548 95 17.3% 548 275 50.2% 857 234 27.3%

回数（回） 7 1 15.5% 7 2 32.1% 7 2 28.6%

人数（人） 1 0.2 16.7% 1 0.4 41.7% 1 0.5 50.0%

給付費（千円） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

回数（回） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

人数（人） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

給付費（千円） 23,589 26,525 112.4% 24,085 33,090 137.4% 34,441 35,759 103.8%

人数（人） 376 410 109.0% 384 462 120.3% 473 489 103.4%

給付費（千円） 2,874 2,337 81.3% 2,874 2,708 94.2% 3,850 2,352 61.1%

人数（人） 8 8 94.8% 8 8 100.0% 11 7 63.6%

給付費（千円） 10,506 10,319 98.2% 10,506 12,425 118.3% 16,154 10,436 64.6%

人数（人） 9 10 106.5% 9 12 133.3% 15 10 66.7%

給付費（千円） 44,879 43,836 97.7% 45,594 47,959 105.2% 51,112 50,666 99.1%

人数（人） 52 52 100.8% 53 56 105.7% 57 61 107.0%

160,839 159,647 99.3% 164,106 185,197 112.9% 202,665 191,462 94.5%

給付費（千円） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

回数（回） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

人数（人） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

給付費（千円） 5,560 1,692 30.4% 7,089 1,843 26.0% 5,067 1,651 32.6%

人数（人） 7 3 48.8% 9 3 32.4% 6 3 50.0%

給付費（千円） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

人数（人） 0 0 0.0% 0 0 0.0% 0 0 0.0%

5,560 1,692 30.4% 7,089 1,843 26.0% 5,067 1,651 32.6% ４年度から６年度にかけて、給付費の実績値は横ばいとなっています。

給付費（千円） 26,712 30,320 113.5% 27,243 34,366 126.1% 36,094 36,673 101.6%

人数（人） 453 500 110.3% 462 567 122.7% 580 602 103.8%

193,111 191,658 99.2% 198,438 221,404 111.6% 243,826 229,785 94.2%

※給付費は年間累計の金額、回数は１月当たりの数、人数は１月当たりの利用者数。

介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

☆地域密着型介護予防サービス費合計

☆介護予防サービス計画費

小計（B）

☆介護予防サービス費合計

地
域
密
着
型
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

認知症対応型通所介護

小規模多機能型居宅介護 ４年度から６年度にかけて、給付費の実績値は横ばいとなっています。

認知症対応型共同生活介
護

住宅改修費
４年度から５年度にかけて、給付費の実績値が増加しましたが、５年度か
ら６年度にかけては減少しています。

特定施設入居者
生活介護

福祉用具貸与

福祉用具購入費
４年度から５年度にかけて、給付費の実績値が増加しましたが、５年度か
ら６年度にかけては減少しています。

短期入所療養介護
（老健）

４年度から５年度にかけて、給付費の実績値が増加したものの、５年度か
ら６年度にかけては横這いとなっており、計画値に比べて低い状況です。

短期入所療養介護
（介護医療院・病院等）

短期入所生活介護
４年度から６年度にかけて、給付費・回数の実績値が減少しており、計画
値に比べて低い状況です。
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(３) その他の給付費

計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異

113,622 82,324 72.5% 116,346 83,110 71.4% 117,341 80,096 68.3% ４年度から６年度にかけて、実績値は横ばいとなっています。

265,645 228,153 85.9% 272,020 241,429 88.8% 265,882 255,315 96.0%

44,375 36,249 81.7% 45,440 35,734 78.6% 42,107 44,794 106.4%

10,049 9,717 96.7% 10,290 10,199 99.1% 11,200 10,469 93.5%

433,691 356,441 82.2% 444,096 370,470 83.4% 436,530 390,670 89.5% その他の給付費の実績値は、４年度から６年度にかけて増加しています。

8,516,829 7,954,304 93.4% 8,720,880 8,303,327 95.2% 9,096,495 8,613,686 94.7%

※標準給付費の計画値は、一定以上所得者負担調整後の金額。

(４) 地域支援事業費

計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異

239,473 252,745 105.5% 237,762 285,383 120.0% 327,703 301,813 92.1%

170,630 137,742 80.7% 170,633 142,534 83.5% 147,400 141,065 95.7%

410,103 390,487 95.2% 408,395 427,917 104.8% 475,103 442,878 93.2%

(５) 市町村特別給付費

計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異 計画値 実績値 差異

2,993 3,349 111.9% 2,993 2,523 84.3% 4,101 1,061 25.9% ４年度から６年度にかけて、実績値は減少しています。

3,367 2,978 88.4% 3,367 2,828 84.0% 3,371 2,811 83.4% ４年度から６年度にかけて、実績値は横ばいとなっています。

6,360 6,327 99.5% 6,360 5,351 84.1% 7,472 3,872 51.8%計

説明

高齢者送迎サービス費

サービスの種類 （千円）
令和４年度 令和５年度 令和６年度

包括的支援事業・任意事業費

計

介護予防・日常生活支援総合事業費

高齢者緊急ショートステイサービス費

説明
令和４年度 令和５年度 令和６年度

小計（C）

標準給付費（A＋B＋C）

サービスの種類 （千円）

☆高額介護(予防)サービス費

☆高額医療合算介護(予防)サービス費

☆審査支払手数料

説明

☆特定入所者介護(予防)サービス費

サービスの種類 （千円）
令和４年度 令和５年度 令和６年度
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令和６年度　介護保険に関する苦情概要について
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苦情内容等の概要

サービスの
種類

主訴の要旨
（地域包括支援センターの対応を含む。）

対応等
（地域包括支援センターの対応を含む。）

通所介護
短期入所生
活介護

事業所利用後に骨折があり、その際の対
応が不誠実である。

事業者へ事実を確認し，丁寧な対応を求めた。

介護老人福
祉施設

施設長が高圧的で、こちらの話を聞いて
もらえない。施設を追い出そうとしている。

事業者へ確認したところ、度重なる苦情に事業者は疲弊して
いるとのことで、双方の主張が平行線となった。双方の傾聴
に努めた。

その他
認定調査員の言動に疑問を感じることが
多く、不安である。認定調査員の対応が
悪い。

関係機関へ共有を行った。

居宅介護支
援

ケアマネジャーが不潔で不快である。も
のをねだるつもりではと疑われることが
あった。

すでにケアマネジャーは変更済であったが、地域包括支援
センターにより対応した。

その他
地域包括支援センターの対応が冷たく、
相談したくない。

関係機関へ共有し、丁寧な対応を求めた。

その他
地域包括支援センター職員の言動に不
信感がある。

関係機関へ共有し、丁寧な対応を求めた。

短期入所生
活介護

事業所利用中に死亡したことに対し、事
業所の対応が不満である。

事件性がないとのことであり、傾聴に努めた。

認知症対応
型共同生活
介護

隣接部屋の住人がうるさいが、施設に
言っても対応してもらえない。異常であ
り、処分してほしい。

事業者の処分に該当するとは言えないため、傾聴に努め
た。

訪問看護
救急車を呼んではいけないと言われてい
たが、医師を呼んでも来てくれず、結局救
急車を呼ぶことになった。

医療へ疑義が中心であったため、傾聴に努め、関係機関を
案内した。

通所リハビリ
テーション

トイレ介助後の身だしなみを考えた支援
をしてほしい。苦情を伝えたところ、他事
業所を利用するよう言われた。

事業者へ確認をし、丁寧な対応を求めた。事業者としては、
本人に意向を確認しながら支援を行っているが、家族の度
重なる苦情に苦慮しているとのこと。

介護老人福
祉施設

アザができているにも関わらず、施設職
員からは気づかなかったと言われ、不信
感がある。市へ報告はされているのか。

事業者に確認し、必要に応じて事故報告を提出するよう伝え
た。

738671
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高齢者送迎サービス事業の廃止について 

 

１．高齢者送迎サービス事業について 

高齢者送迎サービス事業（以下「当事業」という。）は、介護保険法第

18条第３号の規定による市町村特別給付として、国分寺市高齢者送迎サー

ビス事業規則に基づき、介護保険サービス事業所への通所等の送迎に係る

費用を給付するため、平成14年から実施してきた事業である。 

 

２．当事業の現状について 

事業開始当時、介護サービス基盤が不足していた状況を補うため、当市

を送迎範囲としていない隣接市の事業所を利用する際に、当事業により送

迎を行ってきた。 

事業開始から23年が経過するなかで、市内の介護サービス基盤は充実

し、通所系サービスの送迎が基本報酬に組み込まれる報酬体系となり、当

事業の利用実績は近年低下していた。 

当事業の指定事業者２者のうち、１者は令和２年４月を最後に給付実績

はなく、もう１者が令和６年11月末に送迎事業を廃止したことに伴い、既

存利用者は介護保険サービス事業所による送迎等へ移行が完了した。 

 

３．事業廃止について 

市内の介護サービス基盤整備の充実、通所系サービスの送迎が基本報酬

に組み込まれる報酬体系となり、事業の役割を一定終えたものとして廃止

する。 
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令和６年度介護支援ボランティア制度の実施状況について 

 

１ 介護支援ボランティア制度の概要 

（１）目的 

介護支援ボランティア制度は、高齢者が介護支援ボランティア活動を通して地域貢献するこ

とを支援し、高齢者自身が社会参加をすることで、地域の中でより元気に過ごせること（介護

予防）を目的とし、ボランティア推進拠点である国分寺市社会福祉協議会へ委託し事業を実施

している。 

 

（２）対象者 

国分寺市介護保険第１号被保険者 

 

（３）ポイント換金 

介護支援ボランティア受入登録のある市内の介護保険施設等で１時間程度のボランティア活

動を行うと、手帳にスタンプが１つ押印される。１日に複数の施設等で活動した場合でも、１

日２スタンプを上限としている。年間の活動に対して押印されたスタンプ数に応じてポイント

が付与され、１ポイント＝100円で換金する。換金の上限は 5,000円である。 

 

２ 介護支援ボランティア登録者数 

新規登録者 77人 

令和６年度末登録者数 113人 

 

３ 介護支援ボランティア活動実績 

受入登録施設数 34施設 

活動回数（延べ） 1,964回 

活動期間 
令和６年４月１日～令和７年３月 31日 

（換金対象は令和７年２月 29日まで） 

 

４ ポイント換金実績 

人 数 交付金額 

50人 107,700円 
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令和６年度介護未経験者研修費用補助金交付事業の実施状況について 

 

１ 介護未経験者研修費用補助金交付事業の概要 

（１）目的 

介護に関するサービスの提供体制の確保及び質の向上のため、主に介護の未経験

者が市内事業所で介護の仕事に携わるために受講する研修の受講料を補助し、介護

人材の確保を図る。 

 

（２）補助対象研修 

・介護職員初任者研修 

介護の入門資格ともいえる介護の基本を学べる研修で、実務者研修や介護福祉

士の資格取得に向けた最初のステップとなる研修。（旧ホームヘルパー２級） 

・生活援助従事者研修 

主に訪問介護事業所で掃除、洗濯、調理などの生活援助サービスを提供する人

材を育成するための研修。 

 

（３）対象 

補助対象研修を受講後３か月以内に市内の介護保険事業所に就業し、３か月以上

継続して就業している方 

 

（４）補助金上限額 

66,000円（1,000円未満切り捨て） 

 

２ 補助金交付実績 

 
介護職員初任者研修 生活援助従事者研修 

人数 交付額 人数 交付額 

令和２年度 ４人 225,000円 ０人 ０円 

令和３年度 11人 684,000円 ０人 ０円 

令和４年度 ４人 241,000円 ０人 ０円 

令和５年度 ３人 175,000円 ０人 ０円 

令和６年度 ７人 329,000円 ０人 ０円 

※令和元年度事業開始 
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令和６年度介護支援専門員法定研修費用補助金交付事業の実施状況について 

 

１ 介護支援専門員法定研修費用補助金交付事業の概要 

（１）目的 

市内に勤務する介護支援専門員の確保及び定着のため、介護支援専門員の法定研

修受講料の負担軽減に取り組む市内事業所に対し、介護支援専門員法定研修受講料

の１／４の経費を補助し、介護人材の確保・定着を図る。 

 

（２）補助対象研修 

・  介護支援専門員実務研修 

   ・  介護支援専門員更新研修 

  ・ 介護支援専門員現任研修 

  ・ 介護支援専門員再研修 

・ 主任介護支援専門員研修 

・ 主任介護支援専門員更新研修 

 

（３）対象 

対象職員に係る補助対象経費を負担した市内の対象事業所を運営する法人 

 

（４）補助金上限額 

対象となる経費に、１／４を乗じた額（100円未満切り捨て） 

 

※東京都の補助金交付事業（３／４）と併用可。 

 

 

２ 補助金交付実績 

 事業所数 交付件数 交付額 

令和６年度 19事業所 30件 205,400円 
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令和６年度介護サービス相談員活動報告について 

 

１ 介護サービス相談員派遣事業の目的 

介護サービス利用者の疑問、不満等を受け付け、サービス提供事業者や市との橋渡しをす

ることで、市内の介護サービスの質的向上に資することを目的とする。 

 

２ 実施根拠 

国分寺市介護サービス相談員派遣等事業実施規則 

 

３ 介護サービス相談員数（令和６年度末時点） 

15人 

 

４ 訪問施設 

施設種別 施設名 

複数サービス※１ にしき苑 

介護老人福祉施設 

（特別養護老人ホーム） 

特別養護老人ホームうれしのの里 

西恋ヶ窪にんじんホーム 

特別養護老人ホームかがやき 

特別養護老人ホームサンライト 

介護老人保健施設 
国分寺市介護老人保健施設すこやか 

介護老人保健施設にんじん健康ひろば 

特定施設入居者生活介護 

（介護付き有料老人ホーム） 

ニチイホーム西国分寺 

ニチイホーム国立  

有料老人ホームサニーライフ国分寺 

エクセルシオール西国分寺 

認知症対応型共同生活介護 

あじさい苑  

国分寺グループホームそよ風 

グループホームとくら  

グループホームこもれび家族・国分寺 

愛の家グループホーム国分寺本多 

複数サービス※２ 
グループホームなごみ国分寺北町 

（小規模多機能ホーム国分寺北町） 

複数サービス※３ 至誠ホームミンナ  

小規模多機能型居宅介護 小規模多機能むさし 
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複数の訪問対象サービスが併設されている施設は以下のとおり。 

※１ にしき苑 
介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設

入所者生活介護 

※２ 
グループホームなごみ国分寺北町 

（小規模多機能ホーム国分寺北町） 

認知症対応型共同生活介護・小規模多機能型居宅

介護 

※３ 至誠ホームミンナ 

認知症対応型共同生活介護・小規模多機能型居宅

介護・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介

護 

 

５ 令和６年度 活動状況 

・訪問活動 

訪問回数・訪問延べ人数は以下のとおり。 

施設名 訪問回数 訪問延べ人数 

にしき苑 ０回 ０人 

特別養護老人ホームうれしのの里 ０回 ０人 

西恋ヶ窪にんじんホーム ３回 ６人 

特別養護老人ホームかがやき ９回 18人 

特別養護老人ホームサンライト ９回 18人 

国分寺市介護老人保健施設すこやか ９回 18人 

介護老人保健施設にんじん健康ひろば 12回 24人 

ニチイホーム西国分寺 12回 24人 

ニチイホーム国立 11回 22人 

有料老人ホームサニーライフ国分寺 12回 24人 

エクセルシオール西国分寺 ３回 ６人 

あじさい苑 12回 24人 

国分寺グループホームそよ風 11回 22人 

グループホームとくら ０回 ０人 

グループホームこもれび家族・国分寺 11回 22人 

愛の家グループホーム国分寺本多 11回 22人 

グループホームなごみ国分寺北町 

（小規模多機能ホーム国分寺北町） 
12回 24人 

至誠ホームミンナ 12回 24人 

小規模多機能むさし 12回 24人 

合   計 161回 322人 

 

・介護サービス相談員会議 

施設訪問の報告や情報共有を目的に年に６回開催した。 


